
件名 履行場所 期間

工種業種名
契約担当官等の氏名並びにその所

属する部局の名称及び所在地
契約を締結

した日
契約相手方名称及び住所 法人番号 会計法令の根拠文 予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数

備考

大阪湾流域別下水道整備総合計画基
本方針検証業務

大阪府大阪市中央区大手
前一丁目５番４４号（近畿地
方整備局）～大阪府大阪市
中央区大手前一丁目５番４
４号（近畿地方整備局）

2018/01/12～
2018/06/30

土木関係建
設コンサル
タント業務

支出負担行為担当官 近畿地方整
備局長 池田　豊人 大阪府大阪市
中央区大手前１－５－４４

2018/1/11 日本工営（株） 大阪支店
大阪府大阪市北区西天満
１－２－５

2010001016851 会計法第２９条の３第４項
予算決算及び会計令第１０２
条の４第３号

14,418,000 14,418,000 100.00%  

「道の駅」の情報発信機能に関する検
討業務

大阪府大阪市中央区大手
前１丁目５番４４号　近畿地
方整備局管内

2018/01/26～
2018/03/23

土木関係建
設コンサル
タント業務

支出負担行為担当官 近畿地方整
備局長 池田　豊人 大阪府大阪市
中央区大手前１－５－４４

2018/1/25 中電技術コンサルタント
（株） 広島県広島市南区出
汐２－３－３０

6240001006974 会計法第２９条の３第４項
予算決算及び会計令第１０２
条の４第３号

7,722,000 7,722,000 100.00%  

道の駅との連携による自転車利用環
境向上調査業務

滋賀県大津市竜が丘４番５
号（滋賀国道事務所管内）

2018/01/12～
2018/03/30

土木関係建
設コンサル
タント業務

分任支出負担行為担当官 近畿地
方整備局 滋賀国道事務所長 竹内
勇喜 滋賀県大津市竜が丘４番５号

2018/1/11 建設技術研究所・日本み
ち研究所設計共同体 東京
都中央区日本橋浜町３－
２１－１

－ 会計法第２９条の３第４項
予算決算及び会計令第１０２
条の４第３号

6,577,200 6,566,400 99.84%  

淀川管内水辺活性化推進業務 大阪府枚方市大阪府枚方
市新町２丁目２番１０号　淀
川河川事務所

2018/01/25～
2018/06/30

土木関係建
設コンサル
タント業務

分任支出負担行為担当官 近畿地
方整備局 淀川河川事務所長 東出
成記 大阪府枚方市新町２－２－１０

2018/1/24 （公財）リバーフロント研究
所 東京都中央区新川１－
１７－２４

1010005018655 会計法第２９条の３第４項
予算決算及び会計令第１０２
条の４第３号

17,658,000 17,604,000 99.69%

毛馬排水機場施設効果とりまとめ業務 大阪府枚方市新町二丁目２
番１０号　淀川河川事務所

2018/01/12～
2018/07/31

土木関係建
設コンサル
タント業務

分任支出負担行為担当官 近畿地
方整備局 淀川河川事務所長 東出
成記 大阪府枚方市新町２－２－１０

2018/1/11 （株）ニュージェック 近畿支
店 大阪府大阪市北区本庄
東２－３－２０

2120001086883 会計法第２９条の３第４項
予算決算及び会計令第１０２
条の４第３号

21,524,400 21,513,600 99.95%  

熊野川流域土砂動態検討業務 奈良県五條市大塔町清水
地先～和歌山県新宮市高
田地先

2018/01/17～
2018/05/31

土木関係建
設コンサル
タント業務

分任支出負担行為担当官 近畿地
方整備局 紀伊山系砂防事務所長
吉村　元吾 奈良県五條市

2018/1/16 アジア航測（株） 東京都新
宿区西新宿６－１４－１（新
宿グリ－ンタワ－ビル）

6011101000700 会計法第２９条の３第４項
予算決算及び会計令第１０２
条の４第３号

39,981,600 39,960,000 99.95%  

紀伊山系における画像解析を基にした
土砂移動検知手法検討業務

奈良県五條市大塔町清水
地先～和歌山県東牟婁郡
那智勝浦町市野々地先

2018/01/18～
2018/05/31

土木関係建
設コンサル
タント業務

分任支出負担行為担当官 近畿地
方整備局 紀伊山系砂防事務所長
吉村　元吾 奈良県五條市

2018/1/17 日本工営（株） 大阪支店
大阪府大阪市北区西天満
１－２－５

2010001016851 会計法第２９条の３第４項
予算決算及び会計令第１０２
条の４第３号

15,033,600 15,001,200 99.78%  

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）


